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那覇商業銀行の経営分析
一 戦前沖縄銀行史における同行の特色に関して一
柳 沢 幸 治
は じ め に
大正13年(1924),第 一世界大戦後の反動恐慌により疲弊 していた沖縄県
に衝撃が走 った。県内の私立銀行三行(沖 縄銀行,沖 縄産業銀行,那 覇商業
銀行)が 破綻 したのである。これにより県内に本店を置 く私立銀行,す なわ
ち県民資本によって設立された銀行が沖縄県には一行 も存在 しなくなること




として取 り上げることに したい。同行は,資 本金50万 円,払 い込み資本金















の置かれた歴史性や経済的格差などを考慮するな らば,本 土 と沖縄の関係を
中枢 一衛星という従属関係の枠組みか らとらえるのが妥 当と思われる③。本
稿ではこのシェーマに金融史 ・銀行史の特殊性を考慮 して,県 内における格
差 ・差別 という新たな視点を挿入 してみたい。すなわち,本 土一沖縄を中枢一
衛星 と観 る視点に加えて,首 里一那覇な らびに首里一郡部 も中枢一衛星の関
係にあるものとし,二 重の従属関係を想定 してみるわけであるω。このシェー
マを導入することにより前者の関係 は,圧 倒的資本力を有する本土の金融資
本,特 に147銀 行に代表される鹿児島資本と沖縄資本の従属 ・対抗関係 とし
て本土一沖縄の関係を把握することが可能となる。また後者の関係に関 して











よばれるこの一派は,36年 の 「土地整理」事業 を契機 として金融をはじめ
とする県下の産業の主要機関を独占的に支配するようになる。 そして彼らは
寄留人から実権の収奪 に成功すると,自 らの利害擁護のため,以 前の寄留人
と同様に新興勢力である那覇や郡部 に対 し抑圧的で差別的な態度をとるよう
になった。
なかでも那覇に対する首里の差別意識 は,か なり激 しいものがあった。今,
そのあらわれを首里の門閥族の機関新聞である 『琉球新報』 にみ るならば
「首里は主にして那覇は従なり一 首里は其都府 として 其人士 は目下沖




的要因とともに,那 覇の急速な政治 ・経済的発展に対する脅威 も関与 してい
たといえよう。
さて,こ のような状況下,39年 夏,尚 順や 『琉球新報』 の同人 らにより
那覇から首里への県庁移転が画策された。 ここにおいて那覇区の人々の怒 り
は頂点に達 し,反 首里運動が展開されることになる。 このような流れのなか,
以前より準備が進められていた那覇資本による新銀行設立の動 きが急速に進


























氏 名 主 な 経 歴 ・納 税 額
頭 取 普久里 宗 業 那覇区議会議員
専 務
取締役
山 城 高 興
147銀 行行員,那 覇区議会議員,貸 金業,T3年 直接税
5,533円
仲 地 唯 隆 那覇区議会議員,県 会議員
小 牧 藤次郎 砂糖 ・米穀商,県 会議員,T3年 直接税13,847円
取締役
糸 嶺 篤 建 不明
仲村渠 致 嘉 砂 糖 ・反 布 商,M39年 営 業 税15,116円
監査役 饒平名 知 高 那覇区議会議員




以上,那 覇商業銀行の設立に関 して社会 ・政治的要因を中心に概観 してき
たので,以 下では経済的要因をみていくことにしよう。まず戦前沖縄経済の
大宗である砂糖生産か ら始めることにする(8)。表2は 明治末期における砂糖
生産の推移を表 したものである。その生産高 は30年 代末 には3,500万 斤台
であったものが,40年 には4,00(万 斤台,さ らに翌年には一気 に5,000万 斤
台にまで急速に上昇 している。その増加率は,わ ずか7年 間のあいだに実に
50%以 上の伸びを示 し,戦 前沖縄糖業史上最:も高い伸びを記録 している。 ま
た生産額をみるな らば,多 少のばらつきはあるが当初は200万 円台前後であっ
たものが,41年 には300万 円台に急上昇 し,明 治末年 には400万 円台にま
で達 している。生産額の増加率 は生産高のそれよりもさらに著 しいものがあ
り,41年 には38年 比で76%増,翌 年には119%増 と倍増 し,44年 には140
%増 を記録 している。
上記の数値から理解できるように,ま さに30年 代後半か ら明治末年 まで





生産額を見るならば,41年 には1,406万 円であったものが44年 には1,727
表2砂 糖 生 産 の 推 移
単位1千斤,百円



































万円に上昇 しており,そ の増加率は23%に 達 している。同期 の日本経済全
体の成長率が約18%で あることと比較 してみても(9),沖縄県の当時の経済成
長がかなり急速なものであったことが理解できよう。以上のことより,那 覇
商業銀行が設立 された明治40年 前後は戦前沖縄経済の第一次成長期 ともよ
ぶべき時期に相当するといってよいであろう。ではこの時期 どの程度の資金
需要があったのであろうか。
表3は,年 末における全銀行の預金 ・貸出残高の推移を35年 か ら大正元
年まで追 ったものである。まず貸出の元資 となる預金の動向からみることに
しよう。35年 から37年 までの預金 は,30万 円台で安定的に推移 してお り
「土地整理」事業の影響は見受けられない。 しか し38年 以後になると,そ の
動きは急速に変化 し始めることになる。まず38年 に50万 円台に上昇すると
翌年には80万 円台,そ して40年 には140万 円台にまで達 している。 この間
の増加率は4倍 に達するとともに,各 年 とも前年度比50%以 上 の増加率を
記録 している。
このなかで国頭銀行が設立された38年 と那覇商や他の諸銀行が設立 され
た40年 の対前年比の増加率 をみるならば(10),前者が72%,後 者が80%に 達
してお り,新 銀行の設立が新たな預金掘 り起こしの契機となったことがわか
る。 さて,43年 以降の預金高は対40年 比でみても倍増の300万 円台に達 し
表3銀 行の預金 ・貸出残高(年 末)
単位1千 円















































それでは次に,貸 出に移 ることに しよう。その動 向をみ るならば,36年
まで40万 円台で推移 したものが,37年 には77万 円台,翌 年には84万 円台
に達 し,そ の増加率は35年 比で70%前 後にまで達 している。 このように貸
出が増加 した要因としては,「土地整理」事業の影響により新会社や新事業
の設立が盛んになったこと,ま た日露戦争勃発にともなう非常特別税法によ
り砂糖消費税が増税されたことなどが指摘できよ う。 さて,貸 出残高 は39
年にいたると急増する。その増加率は対前年比でも実に2倍 以上にも達 し,
金額では170万 円台を記録 している。 このように貸出が急増 した要因 として
は,前 述 したように同年が30年 ぶりの金融大逼迫の年 であ ったことも指摘
できょうが,増 加率と後の貸出の伸びを考慮するな らば,39年 を契機 と し
て沖縄経済が急速な発展期に入 ったことがその背景にあったといえよう。
このような状況下,40年 には貸出残高は140万 円台 に低下する。 また預





















から破綻 にいたるまでの過程を概観 し,同 行の特徴をより明確にしていきた
いと思 う。




しか し最 も小資本である同行ではあったが,他 行にはない大きな特徴を もっ
ことになる。その第1は 払い込み資本金に関するものである。当初,4分 の
1で あった払 い込み資本金は,大 正3年 に17万5千 円とな り,7年 には37









人 による連合資本であり,そ の経営基盤は決 して堅固とはいえるものではな
か った。さらに明治41年 以降那覇には,那 覇商の他 に農工,鹿 児島147,
沖縄 共立,実 業という6行 がひしめき合 っており,経 営基盤の強化は同行
が存続 していく'上で必然的なものであったといえよう。
さて,那 覇商には他行にはないもう一つの特徴がある。それは同行が,大
正4年 上半期に設立 した貯蓄部を もっことである。貯蓄部の設立は,貸 出の
原資となる預貯金の確保にあったことは論を待つまで もあるまい。同行の貸
借対照表をみるならば,明 治43年 下期から借入金がみられ るようになる。
当初その金額 は3万 円程度であったが,時 間が経過するにつれ増加 し,大 正




れなかったが,5年 以降にはその効果は明白となる。なかでも借入金 に関 し






ある。 このような経営に対 し,か っての重役でもあり大株主でもあった当間
重禄が反発 し,彼 は11年 上半期の株主総会において同行の経営内容を暴露
したのであった。 ここに那覇商の信用 は失墜 し,預 金の緩慢な取 り付 けを受
け,12年 には一時休業のやむなきにいたった。 しか し,一 時経営 か ら離れ
ていた山城高興が頭取に復帰,行 内体制の整理 をおこな うとともに鹿児島
147銀 行の援助を仰 ぐことにより同行の営業を再開 したのであった。
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那覇商が上述のような状況であったとき,沖 縄銀行,産 業銀行 ともに一時
休業状態に陥 っていた。前者は酒造家の納税預金支払い不能により,ま た後
者は貸出資金欠乏 と内部紛争により経営が行 き詰 まっていたのである(14)。こ
のため同年12月,岩 元県知事より沖銀,産 銀と那覇商 との合併案件が提示
されることになる。そ して13年6月,大 蔵省の銀行調査 により3行 の欠損






表4は 那覇商業銀行の預金残高,貸 出残高を示 したものである。同表の預
金残高をみるならば,明 治40年 下期には24,337円 であ った ものが順調に伸
表4預 金,貸 出の推移
単位:円


















































































び,44年 下期には設立当初の10倍 以上の25万 円台にまで達 している。 こ
の増加率は実業銀行の26倍 には及ばないものの,共 立の3.1倍,沖 銀の51
%増 を大きく上回っている。預金がこのように伸びた背景には,こ の時期が
沖縄経済の近代的成長期に相当 していることも関与 していようが,那 覇商の
経営努力も無視することはできまい。 さて,同 年以降の預金の動向をみるな
らば1順調に推移 しており,大 正2年 には30万 円台,翌 年には40万 円台を突
破 して4年 にいたることになる。同年 は前述 したように預金部が設立された
年である。 しか し4年 の預金は対前年同期比でみると上期で8%減,下 期で
も2%の 減 となっており,預 金部設立の効果 は同年の預金吸収に関 しては限
定的なものであったといえよう。
しか し表には掲載 しなかったが5年 上期 にいたるとその残高は急伸するこ
とになる。その金額は対前期比で29万 円増の62万 円台に達 し,増 加率では




傾向性は6年 にいたっても衰えず,同 年上期には対前期比22万 円,35%増
の84万 円台に達 してお り,そ の増加率は他行のそれを大 きく上回 ることに
なる(沖 銀17%,実 業23%,共 立21%)。 なお,同 期 における他行の預金
の伸び率をみるならば那覇商のそれには及ばないものの著 しい伸びを示 して
いることから,5年 を境 として沖縄経済にも第一次大戦後の好況の波が押 し
寄せてきたことがわかる。
それはそれとして,那 覇商の預金は6年 以降 も増加を続け,9年 上期には
120万 円台に達 し,10年.ヒ期にはついに同行最高額の160万 円台を記録する
ことになる。実に6年 上期比で90%,76万 円の増加であり,9年 下期比でみ







明治36年 の 「土地整理」事業終了以後順調に推移 し,明 治末年の総生産額
は1,700万 円台に達することになる。そして大正元年 には2,000万 円台を突
破 し,以 後4年 までは2,200～2,300万 円台で推移するζとになる。 しか し5
年にいたると総生産額は急増 しはじめる。5年 のそれが対前年比で37%増 の
3,000万 円台になると,翌 年には50%増 の4,600万 円台に急伸する。そ して8
年には対前年比で実に78%,金 額で3,500万 円もの増加を記録 し,総 生産額
は8,000万 円台に達することになる。同年の増加額は5年 の総生産額よ りも
巨大であり,こ こにバブルが発生 したことがわかる。そ して9年 の総生産額
は,対4年 比で3.7倍 の8,432万 円に達することになる。 この増加率 は全国
のそれが3.2倍 であることからそれほど大きなものではないように思われる。
しか し7年 以降の増加率を比較すると,全 国の場合が34%増 であ るのに対





きをみるな らば,大 正元年より4年 まで100斤 にっき平均6,7円 台であっ
た糖価は,翌 年には8円 台に上昇 している。そ して7年 になると糖価は一気
に15円 台に上昇 し,8年 には28円 台にまで急騰することになる。 このよ う
な状況下9年1月 には那覇の黒糖相場において,対6年 比で4倍,対7年 比
で も2.3倍 の36円 の最高値をつけることになった。6年 まで最高で も10円




これまでの記述よ り,糖 価と沖縄経済 との間にはかなりの連動性があるこ
とが理解できたのではないだろうか。特に7年 以降の沖縄経済の動 きは,糖
価に連動 したものであったことがわかろう。さらに那覇商の預金 と糖価 との
間にも同様な関係性を指摘できよう。
それはそれとして,9年1月 に最高値をつけた糖価は,10月 には10円 台
にまで急落することになる。そしてこの傾向性は翌年にも引き継がれること
とな り,糖 価は10円 台のまま推移することになる。同年の平均相場をみる
ならば12円 台に止 まっており,ピ ーク時の3分 の1,8・9年 の平均価格の
半額以下であり,こ こにバブル経済は完全に崩壊することになった。
糖価下落の影響を受け,県 経済 も反転することになる。10年 の総生産額
は5,685万 円と対前年比で33%,2,747万 円の減少となっている。同年 にお
ける国民総生産額の減少率が6%で あることを考慮するならば,沖 縄経済の
打撃がいかに大きなものであったかが理解できよう。また,こ れと合わせて
沖縄経済がいかに糖葉に依存 したものであったか も知れよう。さて,糖 価お
よび県経済の動向に合わせて那覇商の預金 も減少を示すことになる。10年
下期のそれは,対 前期比23%,38万 円の大幅な減少 となり122万 円台 に低
下する。同期の県全体の預金総額が対前期比17%の 減,沖 銀のそれが8%の
減少であることか ら那覇商の落ち込みの激 しさが理解できよう。同行の預金
は翌期には5%弱 の回復をみせるが,経 営内容が暴露された11年 下期には再
度減少に転 じ,12年 上期 も引き続 き減少を記録 している。 この間の減少率
は7%,金 額では9万 円弱とそれほど低下を示 してはいない(is)。しか し12
年下期の営業報告がなされていないことから,同 期において取 り付 けが厳し
くな り,経 営が混乱 したことがわか る。 この事を反映 して,13年 上期 の預
金残高は90万 円台に落ち込むことになる。その値は対12年 上期比において
さえ も24%も の減少を示 しており,ピ ーク時の10年 上期 と比較するな らば
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ほぼ半減の43%も の減少を記録 している。 したが って那覇商 の経営の命脈
もここに切れざるをえなかったことがわかろう。
以上,那 覇商業銀行の預金残高の動向を沖縄経済および糖価の推移ととも
に概観 してみたので,以 下では同行預金の傾向性(季 節性)に 関して少々述
べておくことにしよう。表4を 一見 して気付 くことは,上 期において預金が
増加 しう下期には減少するという傾向性が見いだせることである。 この傾向
性が見いだせないのは,史 料が明らかな13年 のうちのわずか2年 だけであ
り,こ の傾向性か ら正 しい蓋然性はかなり高いことになる。では,こ のよう
な季節的傾向性はいかなる要因によって発生 して きたのであろうか。前述 し
たように那覇商は糖葉 と密接な関係にある銀行であったわけであるが,こ の
季節的特徴 も糖葉に由来することになる。
砂糖,特 に黒糖の出回り時期をみるならば,2～5月 までが ピークであ り,
この期間のうちに全体の7割 以上が取引されることになる。 しかし当時の沖
縄においては黒糖の生産 もしくは出荷以前に糠南が農村を回 り,黒 糖の買付
を事前におこなうのが慣例であった。すなわち糖商が農家に対 し砂糖消費税
の支払や肥料代などをまかなう資金を貸 し付け,そ の貸付 より高利 を得 る
「砂糖前代(サ トウメーデーイ)」が横行 していたのである。このため糠南は,




以上,那 覇商業銀行の預金が糖葉金融に特化 したものであることを明 らか
にしたので,以 下では同行の貸出に移ることにしよう(前 掲表4参 照)。 同
行の貸付残高をみるならば,40年 下期には1万8千 円台であったものが,1
年後には3倍 強の伸びを示 し6万 円台に増加 している。 そ して43年 上期に
は10万 円台,同 年下期には20万 円台に達 し,44年 下期には設立当初 より
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20倍 近い伸びを示 して35万 円台にいたっている。 この増加率は他行 のどの
増加率よりも突出 しており㈹,那 覇における潜在的資金需要の大きさが理解
できよう。 さて,大 正期に入 ると貸付残高は,2年 上期 までは30万 円台で
推移 しているが,同 年下期には対前期比で38%増 の42万 円台 となり,4年
下期には50万 円台へ と上昇 している。
沖縄経済が好況期に入った5年 には,貸 付は預金ほどの急激な伸びを示さ
ず,下 期のそれは対前年同期比で5%の 増加に止まっている。 しか し6年 下
期にいたると前年の不振を回復するほどの急増を示 し,貸 付残高は一気 に
70万 円台に上昇する。 この増加率は前年比で32%に 達 し,沖 銀の38%に 及'
ばないものの実業,共 立のそれを10%程 度上回る伸びを示 している。6年 下
期においてこのように貸出が急増 した背景には,後 述する純益金の伸びの関
係から,経 営方針を貸出拡大 に転換 したことが関与 していよう。
さて,沖 縄経済がバブル期に入 った8年 下期の貸出残高をみるな らば181
万円強 となっており,6年 下期 と比較するならば実に2.4倍 もの伸びを記録
している。県経済の伸びが対6年 比で76%で あることを考慮するな らば,
この伸びがいかに高いものか理解できよう。 この高い伸びを支えたものが糖
価の高騰であったことは前述 したとおりである。貸出拡大の傾向性は9年 以
降 も続き,同 年下期には対前年比9%増 の198万 円となる。そ して,10年 上
期には貸出最高額の266万 円台を記録することになる。この値は対前期比で
35%,金 額で69万 円弱の増加を意味 してお り,糖 価の下落と総生産額が30
%以 上 も低下 している状況を考慮するならば異常 といえよう。
那覇商のこめ傾向性は他行にも当てはまる。沖銀をみるならば,同 行の貸
出残高が最高となるのは10年 の下期であり,産 業の場合には実に11年 上期
にその最高額を記録 している。 また経済の低下傾向が明らかとなる9年 下期
からの貸出増加率をみるならば,沖 銀は3%台 に止 まるが,産 業18%,那 覇
商の場合には異常に高 く34%と なっている。 このことより9年 下期以降の
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増加 した貸出は,ほ ぼすべてが追い貸もしくは情実貸と思われ,こ の時期の
貸出増加が後に三行の命脈を絶つものとなったといえよう。
それはそれとして10年 下期の那覇商の貸出は,対 前期比で20%,54万 円
強の減 となる212万 円台に落ち込むことになる。以後,貸 出残高は減少を続
け,12年 上期には181万 円にまで低下する。その間における各期の減少率
は,8,3,4%と なっており減少幅が縮小傾向にあることがわか る。 これが
意味するところは,貸 出残高の多 くの部分が滞 り貸 となっていたことを示す
ものであろう。 このような状況下,13年 上期の貸出は12年 上期比でll%の
減,ピ ーク時と比較するならば100万 円以上の減少 となる161万 円台にまで





述べておくことにしよう。貸出動向を一見 して気付 くことは,上 期 と比較 し
て下期に貸出額が増加する傾向性が見いだせることである。 この傾向性は,
史料的に追跡可能な13年 のうちの11年 に関して当てはまることから,そ の
蓋然性は高いといえよう。このような季節的傾向性があらわれるのは,や は
り糖葉との関係性か らである。前述 したように黒糖は出荷以前に買付がなさ




以上,那 覇商業銀行の貸出に関 して概観 してみたので,以 下では貸出以外
の資金融通手段である当座貸越,荷 為替,手 形割引の動向に移ることにしよ
う。まず当座貸越か らみるな らば(表5参 照),明 治43年 に14万 円台であっ
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たものが翌年 には50%近 い伸びを示 し21万 円台に達する。 これは砂糖生産
額が,前 年の256万 円から44年 には408万 円と60%以 上 も上昇 したことの
影響と思われる。大正期に入ると当座貸越は10万 円代後半で推移 している。




6年 まで比較的安定的に推移 した当座貸越 も,9年 にいたるとバ ブルの影
響により激増することになる。同年における貸越額は111万 円台に急増 し,
その増加率は対6年 比で実に6倍 以上にまで達する。県全体の増加率が3.1
倍,沖 銀のそれが3.2倍 であることを考慮するならば,那 覇商の増加率がい
かに著 しいものか理解できよう。 この傾向性は10年 以降 にも引き継 がれ,
同年の貸越額は対前年比で20%増 の133万 円台を示 し,11年 には同行最高
額の135万 円台を記録することになる。10年 における県全体の当座貸越が
対前年比で38%減,翌 年 も17%減 となっていることを考慮するならば,那
覇商の当座貸越の動向は貸出と同様に異常であることがわかろう。おそらく
当座を利用 しての安易な追い貸 ・情実貸がおこなわれていたのであろう。 こ
表5当 座貸越 ・荷為替 ・手形割引の年間取扱高の推移
単 位:円
M43 M44 T2 T4 T6 T9 T10 T11 Tl2
当 実 数 144,290211,835170,638156β85 183,4851,119,8481,339,6091,358,9441,020,546
座
貸 占有率 4% 9% 5% 6% 6% 12% 22% 27% 15%
越 指 数 100 147 119 109 127 776 928 941 707
荷 実 数 212,250257,22E216,41227,050623,204559,165594,614378,24:272,617
為 占有率 6% is% 6% 1% 8% 一 6% 5% 2%
替 指 数 100 121 102 13 294 263' 280 178 128
手 実 数 640,49(277,808861,865460,16E1,085,201853,12E616,0876 0,323 0
形
割 占有率 8% 4% 11% 6% 13% 6% 8% 11% 0%
引 指 数 100 43 135 72 169 133 96 105
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のことは10,11年 における同行の シェアーが20%を 越えていることか らも
窺い知ることができる。 このような異常性 は,経 営内容暴露後の12年 にな
るとある程度解消されるが,遅 きに失することになる。
それでは次に,荷 為替に移 ることにしよう。那覇商の荷為替取組高は,43
年から大正5年 まで4年 を除 き安定的に推移 している。そのシェアーにはば
らつきはあるが,取 組高においては20万 円台をキープ したまま推移 してい




品)を 担保 とした貸出であるため,他 の貸出と比較 して安全性の高いもので
あり,確 実な収益が見込めるものであるか らである。 したが ってバ ブル期以
前の那覇商の経営は,そ の評判どお り堅実な経営であったといってよいであ
ろう。
さて,6年 になると荷為替は前年比3.3倍 の60万 円台に急増することにな
る。 この背景には糖価の高騰があったことは前述 したとおりである。6年 以
降10年 までの荷為替取組高をみるならば,50万 円台で安定的に推移 してい
る。 この間,9年 以降における糖価急落に際 して も取組高 を50万 円台で維
持 したことは,荷 為替 に関する同行の取組姿勢を示すものであろう。 しか し
11年 以降は,糖 価の低下と信用失墜のため取組高 は減少 を余儀な くされる
ことになる。なお,那 覇商が取組んだ荷為替の荷物は,昭 和3年 の 『日本糖




の貸出残高の3.i倍 に相当し,同 行がその初期より手形割引によ り多額の資
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金融通をおこな っていたことがわかる。この傾向は大正6年 まで見いだす こ
とができ,同 行がまさに商業銀行という名にふさわ しい営業をお こなってい
た様子が窺い知れよう。
手形割引の金額に目を向けるな らば,本 土の秩録処分に相当する諸縁処分
法が施行された43年 には潤沢な資金需要を受けて64万 円台を記録 している。
その後,44年,元 年と20万 円台で推移するが,2,3年 と急増,特 に3年 の
それは146万 円台と同行の最高額を記録 している。これは第一次世界大戦勃
発の影響により他行が貸出を抑制するなか,那 覇商が積極的に手形を割り引
いたことによるものと思われる。 しか し4年 には他行が割引を再会 したため
か,対 前年比で60%近 い減少を示すことになる。だが6年 にいた ると糖価
上昇により再度100万 円台を記録することになる。9年 以降の割引額 は6年
と比較 して低下 しているが,そ のシェアーは10%前 後で推移 してお り,同
行のポジションを考慮するな らば妥当な金額であるといえよう。このような
流れのなか12年 にいたると状況は一変す る。割引額が ゼロとなって しま う
のである。 これはまさに破綻を象徴する数値であり,銀 行経営にとっていか
に信用が重要であるかを指 し示すものであろう。




いだろうか。それでは本章の終わりに,預 貸率,純 益,利 潤率を追 うことに
しよう。
まず預貸率からみることにする(表6参 照)。40年 下期から6年 下期まで
を概観 して気付 くことは,預 貸率が100を 割 る期が多いことである。 この間




実際 戦前沖縄県 に設立 され た銀行 の預貸率 をみるな らば,す べての銀行 に
お いて オーバー ロー ンである期 の方が多 く,ま たオーバー ロー ンでない期 を
見 いだせて も,そ れ はせ いぜい1期 か2期 にす ぎない。 さらに預貸率 の最高
値が150以 下 の銀行 は皆無 である。 この ことか ら那覇商 は,設 立 か ら6年 ま
での期間 その経営 が健全 であ った ことが わかろ う。
さて,同 期間 におけ る預貸率 の もう一つ の特徴 は,下 期 においてオーバー
ロー ンとな る場合 が多い ことであ る。 この特徴 は特 に43年 下 期 よ り4年 下
期 までの期間 において顕著で ある。 このため,こ の期間 において借入金 の発
生 とその増加が み られる ことになる。 これ に対 し那覇商 では,前 述 したよ う
に4年 に預金部 を設立 して預金増加を図 ってお り,こ の点 で も同行 が健全経
営を志向 していた ことが理解 できよう。
この ように健全経営 を目指 して いた那覇商で あ ったが,バ ブルによ りその
経営 を誤 る ことにな る。9年 上期の預貸率 こそ100に 近づ くが,そ れ以 降 の
預貸率 はす べて150を 越 えて,破 綻寸前 の13年 上 期 に は178に まで達 す る
ことになる。 この ことは9年 下期以降の貸 出の半数以上 が,借 入金 もしくは
表6預 貸率 ・純益 ・利潤率 ・配当の推移
単位:円





















































































積立金の取り崩 しによって賄われたことを意味 しており,そ の経営状況は急
速に悪化することになる。 このため後述するように純益は10年 以降連続 し
てマイナスを記録 し,こ こに同行は破綻を迎えざるをえなくなることになる。
それでは次に,純 益の動向を追 ってみることにしよう。設立当初3千 円台
であった純益は,2期 連続 して増加 し7千 円台にまで上昇する。 この間の増
加率は2.3倍 となり,こ れに合わせて利潤率 も3%か ら6%に 倍増 している。
しか し,純 益は42年 上期か ら43年 上期まで減少に転 じ,41年 下期比で50
%の 減少とバブル期以前においては最大のマイナスを記録することになる。
このように純益が落ち込んだ要因としては,預 金増加に見合う貸出をおこなっ
ていなかったことが指摘できよう。 この期間における預貸率 をみるな らば




43年 下期から元年下期まで,連 続5期 にわた って預貸率 は100を 越えるこ
とになるのである。 これに合わせて純益 も急増 し,元 年下期には対43年 上
期比で3.3倍 の1万2千 円台に達することになる。 これまでの記述か ら理解
できるように,戦 前期沖縄県においては,あ る程度のオーバーロー ンは収益
増加のためには許容されるものであったといえよう。 このことは前述 したよ





の11年 下期と破綻直前の13年 上期における減少は著 しく,前 者は対前期比
26%の 減,後 者のそれは97%ρ ～減少となっており,終 焉が近いことがわか
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る。なおこの間,同 行経営陣は10%以 上の配当をお こな っているが,そ の
目的は経営内容の隠蔽にあったことは論を待つまで もあるまい。
以上,那 覇商業銀行の経営内容を概観 してみたので,以 下ではこれを簡単
に要約することにしよう。那覇商の経営に関 しては2つ の大 きな特徴を指摘




く,健 全であり,そ の傾向が6年 頃までは続いたという点である。この特徴
は預貸率が低 く,オ ーバーローンの期間が長期間継続することがないという
他行にはみ られない特徴を持つ点か ら導 き出せよう。また預金部の設立や荷
為替の取り込み方などからもこの特徴が説明できよう。このような特徴を も
つ那覇商であったが,バ ブルに踊 らされて社会的信用を失墜 し破綻にいたっ
て しまう。 これはまさに近年起こっている現象と同様なものであ り,時 代,
地域を問わず人はバブルに踊 らされるものであることを痛感せざるをえない。
お わ り に
これまでは那覇商業銀行の破綻の実体に触れずにきたので,本 章では同行
の負債内容 とその後の経過を概観 して本文を閉 じることにしよう。掲載 した
表7は13年5月 の負債状況を示す ものである。那覇商の貸出総額 は164万
円余,こ の うち回収不能額は51万 円にのぼり,貸 出額に占める割合は31%
に も達 している。他2行 と比較 してその割合は低いものの,3割 以上の焦げ
付 きば挽回不能とはいえないまでも,か なり厳 しい状況にあることはまちが
いあるまい。このように滞り貸が増加 した要因としては,9年 以降の糖価急
落にともなう砂糖商の倒産が指摘できる。 このことは,糖 葉金融に特化 して
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いた同行にとっては不運な面があったことは否めない。 しか し,回 収不能額
の割合を考慮するならばかなりの額の情実貸もしくは無理な貸出がおこなわ
れていたと思われ,当 時の経営陣の責任は免れざるをえないものがあろう。
次に,重 役に対する貸出をみるならば,そ の総額は12万 円以上 に達 し,
総貸出額の8%に 相当 している。 この割合は他行のそれと比較 して低いもの
となっている。 これは同行に健全経営の伝統が残存 していたあらわれとみる
こともできようが,経 営内容が暴露されてから1年 以上経過 している事から,
当時の重役により返済がおこなわれたと考える方が妥当かと思われる。それ
はそれとして,重 役貸 しが低いとはいえ,そ の金額は総貸出額の一割近 くに
およぶとともに回収不能額のll%に 相当しており,滞 り貸 と同様 に当時の
重役の責任は重いといえよう。
那覇商の経営破綻時における負債は上述のような内容であった。同行の回
収不能額や重役貸 しなどの割合は他行に比 して軽いものであったが,そ れは
表7大 正13年5月 における各行の負債状況
単位;円
那 覇 商 沖 縄 産 業
貸 付 額(A) 1,644,45E 2.952β32 2,731,932
重 役'貸 ⑬ 125,750 540,751 1,000,698
回収不能額 ◎ 510,206 1,161,267 1,317,767
不能中重役貸 倒 13,990 186,978 436,792
借 入 金(E) 203,500 1,551,279 454,000
(B)/㈹ 8% 18% 37%
(C)/㈲ 31% 39% 48%
m/(A) 1% 6% 16%
m/(0 3% 16% 33%
m/(B) 11% 35% 44%





実であり,預 金者 ・株主の反発を受けるのは当然であった。 このように社会
的信用を失墜 した那覇商にとって,3割 以上におよぶ不良債権の精算 はかな
り難 しいものと思われ,同 行の破綻 もやむをえざるをえないことといえよう。
歴史は繰 り返すではないが,現 在の金融界 と同様な事が70年 以上 も前 の大
正期沖縄県で繰 り広げられていたのである。
さて,上 述の負債内容が大蔵省の調査により明 らかにされたのが13年6
月半ばであった。 このため同月26日,岩 元県知事は三行に対 し合併整理案
を提示するが,そ の内容が厳 しく合意にいたることができなかった。7月,
新任の亀井知事は,合 同整理に関 しては県に一任するとの覚え書を三行より.
取 り付ける事に成功 した。そ して8月,産 業課長と各行代表者は救済資金の
供給請願と合同整理案の作成のため上京,10月 には三行共同の合同整理案
がまとめられた。 しか し勧業銀行より25万 円の救済資金 しか拠出されない
ことが明らかになると,那 覇商,沖 銀が脱退を表明,三 行の休業状態は継続
することになった。
このような異常事態に対 し,大 蔵省は再三にわたり営業停止の勧告を県に
発 している。そ して14年5月4日,独 自の資金調達に失敗 した沖銀 は,重
役会議において産業銀行 との合同に同意することになった。また最後 まで自
力再生を模索 していた那覇商 も,鹿 児島147銀 行からの融資を断られると,
来県中の大蔵書記官の意見を入れ三行合同に同意することになる。 こうして








またその経営 は,あ る時期までは戦前期沖縄 においては例外的に健全であり,
那覇の人々に資金融通の道を開 くとともに沖縄糖葉の発展に寄与 していたと
いえよう。 しか し大正7年 以降のバブルに翻弄され,同 行は破滅の途を歩む
ことになる。そ して三行破綻後の沖縄金融界をみるな らば,県 民資本による
銀行 は皆無となり鹿児島資本の独断場となって しまう。 したがって本土資本
の支配からの脱却 に関 しては,最 終的には失敗 したといえよう。 しか し一時
期ではあったにせよ健全経営をおこない,地 元県民に資金融通の途を開 くと




(1)三 行の破綻後,こ れら三行 は大蔵省の斡旋により合併 ・整理される。そして
大正14年9月 沖縄興業銀行が設立されることになる。 しか し同行 も設立 と同
時に休業 という状態でφり,昭 和8年 頃まで県民資本による銀行は機能 しない
状況であった。





年),拙 稿 「大正期沖縄の金融構造」(『明治大学大学院紀要』 第30集,1993
年)な どが指摘できる。 また個別銀行史に関しては,伊 丹正博 「沖縄県農工銀





(3)支 配一従属関係に関 しては,S.ア ミン 「世界的規模における資本蓄積」(野
口祐也訳,拓 殖書房,1979年),吉 村朔夫 「日本辺境論叙説』(御 茶の水書房,




を,首 里 ・那覇と郡部の対立と規定 したが,後 の調査によりこれが誤 りである
ことを発見 したので,こ こに首里と那覇および郡部の対立と訂正することにし
たい。
(5)こ の記事は明治33年9月 に 「琉球新報』 に掲載されたものであるが,36年
以降の首里の意志を代弁 していると思われる。 なお首里と那覇 ・郡分の対抗関
係に関 しては太田晶秀 「新聞集成一解題一」(『沖縄県史」第16巻,1967年)
を参照。
(6)前 掲 『沖縄県史』第16巻,775頁 。





23%を 占めている。 したがって戦前沖縄経済の発展 は,ま さに糖葉が握 って
いたといっても過言ではない状況であったといえよう。
(9)大 川一司他 『長期経済統計一国民所得」(東 洋経済新報社,1966年)200頁 。
(10)明 治40年 前後に設立された銀行には那覇商の他に,40年 国頭 ・中頭郡有志
による共立銀行(国 頭銀行が発展 ・解消 したもの),41年 島尻郡有志 による実
業銀行がある。 このような郡部の動きに対 して沖銀 も資本増強のたあ,39年
旧沖縄銀行を解散 して新沖縄銀行を設立 している。
(11)戦 前期沖縄県において常時金融がタイ トであったということは,新 銀行の設
立=経 済的権力の入手を意味 しよう。 したがって各地で銀行が設立された背景
には,権 力掌握という政治的思考が隠されていたといってもよいであろう。
(12)新 設の沖縄銀行は資本金60万 円,払 い込み資本金21万 円。実業銀行のそれ
は70万 円と17万 円。共立銀行のそれは60万 と15万 円となっている。
(13)大 正6年 における共立の払い込み資本金は4万 円増の21万 円。実業のそれ
は15万 円で変化なし。また13年 における沖銀,産 業銀行(共 立と実業が合併
したもの)の 払い込み資本金は30万 円と15万 円で,前 者が公称資本金の50
%,後 者が60%弱 となっている。
(14)沖 銀は11年 農工銀行が勧業銀行に吸収されたことにより資金的バ ックを失






年7月 には 「北谷の白黒政争」に巻き込まれ,そ の経営内容が暴露され,一 時
休業を余儀なくされた。以上,詳 細は前掲瑞農村 「沖縄県銀行変遷史」を参照。
(15)沖 縄県の総生産額が大正9年 に記録 したそれを突破するのは実に昭和14年
まで待たねばならず,バ ブル崩壊の大きさが理解できよう。
(16)11年 上期から12年 上期までの沖銀の減少率は23%に 達 し,す でに同行が危
機的状況にあることがわかる。なお産業においては14%の 上昇 となっている
が,こ の時期の状況を考慮するならばこの数値は粉飾決算の可能性が高い。
(17)黒 糖流通に関 しては前掲拙稿 「大正期沖縄の金融構造」を参照されたし。
(18)各 行の増加率は沖銀で40%,実 業で2.3倍,共 立で2.4倍 となっている。
(19)三 行解散 ・合併 までの過程は前掲瑞慶村 「沖縄県銀行変遷史」および牧野譲
吉 「沖縄救済関係史料 〈解説〉」(r那 覇市史』資料編 第2巻 中5,1972年)
参照。なお三行解散 ・合併により新設された沖縄興業銀行は前述 したように昭
和8年 頃までまったく機能 していなかった。また新銀行設立により多額の預金
が切 り捨てられており,こ の#め 自殺者まで出すにいたっている。 このため筆
者がインタビューした古老は 「銀行は信頼すべきものではない」 と銀行に対し
明確な不信感を述べている。現在沖縄県において庶民金融模索が盛んであるが,
その原因の一端が大正期の三行破綻にあることは間違いあるまい。
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